
第７期計画の展望
～住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるまちづくりに向けて～
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１ 高齢者を取り巻く状況



①市の概要

昭和29年の市制施行以来、新宿や渋谷まで電車で約25分と通勤しやすい環境からベッドタウンとして
発展してきました。市内には鉄道網が5路線も敷かれ14の駅が点在するほかバス路線も整備されるなど
利便性に恵まれています。

立地状況

3

多摩地域

区部

人口：260,660人
高齢化率：21.6％
（H30.10.1現在）
面積：29.43 Km²
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①市の概要

歳入は、平成25年度以降の景気回復傾向により市税収入は増加傾向ですが、ふるさと納税に伴う個人
市民税などの減が見込まれています。
歳出は、高齢者や障害者の増加などによる医療費や各手当・給付費の増のほか、待機児童解消のための

保育関連経費をはじめとする子育て支援施策の充実などにより、民生費が最も高く推移しており、今後も
増加することが見込まれます。また、公共施設の老朽化対策なども課題となっており多大な歳出が見込ま
れます。
このことから、依然として厳しい財政状況が続くことが予想されるため、引き続き歳入確保の取組や、

事務事業の見直しなどの行財政改革に取り組んでいくことが求められています。

財政状況

出典：府中市「財政の概要（平成３０年６月）」

■歳出（目的別）の推移
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■歳出（目的別）の構成比
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②市の人口構造

出典：総務省「国勢調査」（H22～H27）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成３０年６月推計）」（H32～H57）
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総人口は、平成27年まで一貫して増加しており、平成37（2025）年をピークに減少する見込みです。
高齢化率は、平成22年は18.0パーセントでしたが、平成27年は20.8パーセントへと5年間で2.8ポイ

ント上昇しており、今後も上昇を続け、平成37（2025）年以降は急激に高齢化が進行する見込みです。
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総人口の推移
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②市の人口構造

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成３０年６月推計）」

平成37（2025）年には団塊の世代（1947～1949年生まれ）全員が後期高齢者（75歳以上）に移行
し、高齢化率と平均年齢がともに継続的に上昇することとなります。
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②市の人口構造

出典：総務省「国勢調査」（H22）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成３０年６月推計）」（H27～H57）
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これまでは、後期高齢者より前期高齢者が多かったものの、その差は平成22年に4,802人から平成27
年には2,794人へと縮まっています。そして、平成30年以降は逆転し、後期高齢者が前期高齢者を上回っ
て推移する見込みです。
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②市の人口構造

（注）３表とも、平成２７年度時点の高齢者人口を「１００」とした場合で、
平成３２年度以降の人口推計を示したものです。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
（平成３０年６月推計）
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8

100

107.1

111.1

119

130

141.6

147.2

100
104.9 106.7

111.6

119.9

130.4

136.2

100

106.9

108.6 109.7

111.7

115.8
115.7

100

110

120

130

140

150

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57
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③世帯数の推移（東京都）

（注）１万世帯未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合があります。
出典：総務省「国勢調査」（H7～H27）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成２６年推計）」（H32～H47）

今後、東京都における高齢者のみの世帯は増加傾向が続き、とりわけ、一般世帯に占める高齢者単独世
帯の割合が大幅に増える見込みです。また、介護者と要介護者がともに高齢者である世帯の割合も増える
ことが予測されます。

世帯数の推移（東京都）
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④認知症高齢者数の推移（全国）

出典（左）：厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究（平成２６年度）」
（右）：地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター「認知症とともに暮らせるケアモデル事業報告書（平成３０年３月）」
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認知症の原因は、6割がアルツハイマー型、3割が脳血管性で、年齢を重ねるごとに有症率が高まると言
われています。認知症高齢者数は、平成27年時点では500万人強ですが、平成37（2025）年で700万
人弱と推移し65歳以上の5人に1人が認知症になると見込まれています。
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①市の認定率の状況
②市の介護保険サービス受給者数の推移
③市の介護給付費と介護保険料の推移

２ 介護保険制度を取り巻く状況
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①市の認定率の状況

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）（平成２９年１２月末）」
総務省「住民基本台帳年齢階級別人口（平成３０年１月１日）」

加齢に伴い要介護認定率が高くなり、とりわけ後期高齢者になると認定率が上昇する傾向があります。
また、府中市や東京都は全国よりも各年齢階級の認定率が高く推移しているほか、今後は中重度要介護者
の増加に伴う医療・介護ニーズの増加などが見込まれます。

市の認定率の状況
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②市の介護保険サービス受給者数の推移

市の介護保険サービス別受給者数の推移
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要介護（要支援）認定者数の増加に伴い、介護サービス利用者も増加しており、特に居宅サービス利用
者数が大幅に増えています。ただし、居宅サービスについては、平成29年度の総合事業の開始により、介
護予防訪問介護と介護予防通所介護が介護予防・日常生活支援総合事業へと移行されたことなどにより、
直近では減少しています。また、地域密着型サービスについては、平成28年度に地域密着型通所介護サー
ビスの開始もあったことから、直近の利用者数は大幅に増加しています。

（注）合計の人数はサービス種別間の重複利用者を含みますので、実利用者数を表すものではありません。
出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」
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③市の介護給付費と介護保険料の推移

市の介護給付費と介護保険料の推移

出典：府中市介護保険特別会計歳入歳出決算書（H24～H29）
府中市高齢者保険福祉計画・介護保険事業計画（第７期）（H30～H32、H37）

全国と同様に本市においても、高齢者人口の伸びを上回る速さで要介護（要支援）認定者数が伸びてお
り、それに併せてサービスの利用量も増えています。
介護保険制度上、サービスの利用量（介護保険給付費）の増加に比例して、その財源となる介護保険料

も上昇する仕組みとなっており、給付と負担のバランスのとれた健全な財政を維持していくことが、持続
可能な社会保障制度の確立につながります。

第５期 4,850円 第６期 5,225円 第７期 5,715円 8,124円

≪実績値≫ ≪計画値≫

介護保険料

介護給付費
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３ 計画の目指すもの
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３ 計画の目指すもの

③「自助」・「互助」・「共助」・「公助」

住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるまちづくり

大切な視点

○「個人の尊厳を尊重しながら、自助・互助の役割に配
慮しつつ、それではカバーできないことに公的サービ
スによる対策を講じる」ことを基本的な考え方としま
す。

計画の理念

①地域包括ケアシステムの構築

○地域包括ケアシステムとは、高齢者が住み慣れた地
域で安心していきいきと暮らし続けることができる
よう、住まい・医療・介護・介護予防・生活支援な
どの必要な支援を包括的に提供し、地域で支え合い
ながら自立した生活が支援される体制のことです。

○国は、「団塊の世代」が後期高齢者となる平成37
（2025）年を目途に地域包括ケアシステムの構築
を進めることとしており、本市においても地域の特
性に応じたシステムを作り上げていく必要がありま
す。

②介護保険制度の円滑な運営

○市では、自立支援・重度化防止に向けた取組や制度
改正の内容に適切に対応しながら、市民や関係者への
周知・啓発に努め、制度への理解・協力を図っていき
ます。そして、サービスを必要とする方に必要なサー
ビスが提供される体制づくりを進めます。

・日頃の問題を個人の努力で解決する
・健康管理や介護予防
・家族で支え合う
・民間サービス利用

・個人で解決できない問題を地域や住民同
士で助け合う

・高齢者の生きがいとしての就労
・地域でのボランティア活動
・当事者団体による取組

・介護保険に代表される社会保障のしくみ
・制度的な助け合いの仕組み

自
助

・行政による福祉サービス

互
助

共
助

公
助

市
民
の
主
体
的
な
活
動

市
民
と
行
政

に
よ
る
協
働

行政施策とし
て行うもの

出典：「府中市福祉計画」
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・地域包括ケアシステムとは

・構築に向けた７つの重点的取組
①住民主体による地域づくりの推進

②総合事業の推進

③認知症対策の充実

④医療と介護の連携強化

⑤介護者への支援の充実

⑥地域支援体制の推進

⑦多様な住まい方への支援の推進

４ 地域包括ケアシステムの構築



18

出典：社会保障審議会資料

地域包括ケアシステムとは、高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らし続けることができる
よう、住まい・医療・介護・介護予防・生活支援などの必要な支援を包括的に提供し、地域で支え合いな
がら自立した生活が支援される体制のことです。
平成37（2025）年までに府中市版の地域包括ケアシステムを実現するため、第７期計画では７つの分

野について重点的に取り組んでいきます。

地域包括ケアシステムとは
地域包括ケアシステムとは



①住民主体の地域支え合い事業の推進

住民主体による地域づくりが求められるのは、介護保険サービス等の行政による支援では対応できな
い、多様な市民ニーズに柔軟に対応するとともに、要支援者等がサービス・支援を選択できるよう充実す
ることが要介護状態等となることの予防や、地域において自立した日常生活を営むことにつながると考え
られるためです。
また、地域の中で生きがいや役割を持ち社会参加することは、自身の介護予防につながるものであると

ともに、地域における生活支援の担い手の増加にもつながります。高齢者が培ってきた知識や経験、技術
を地域において発揮することが、今後の支え合いの地域づくりには必要となります。

住民主体による地域づくりの推進
①住民主体による地域づくりの推進

施策の方向
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○地域支え合いのための情報提供・人材育成・居場所づくりの支援
・支え合いの立ち上げ支援、組織・拠点づくり支援、人材育成等
・高齢者、地域住民及び専門職が誰でも参加できるカフェやサロンの
開設・運営

・カフェやサロンにおける事例の情報共有
○生活支援事業の整備
・生活支援コーディネーターが中心となり、既存の地域資源や新たに
創出された生活支援・介護予防サービスを活用して、高齢者が安全
安心な在宅生活を継続できるよう生活支援体制を整備

・生活支援コーディネーターは、地域共生社会の実現に向けて取り組
む地域福祉コーディネーターの役割も兼ね、高齢者、障害者、子ど
もを含む全ての方が暮らしやすい地域づくりを推進

【老人クラブへの加入率】
現状：10.8%（平成29年度）
目標：10.8%（平成32年度）

【シルバー人材センター入会率】
現状：3.0%（平成28年度）
目標：3.1%（平成32年度）



概念図

①住民主体による地域づくりの推進
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・安否確認（見守り）
・相談相手
・地域サロンの開催
・外出支援
・調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 など

・就労、起業
・自主グループ活動
・生涯学習活動
・健康づくり活動
・通学路見守り活動
・自治会活動
・シニアクラブ活動
・友人知人への手助け
など

生活支援の
担い手としての

社会参加

市を軸とした支援体制の充実・強化
（コーディネーターの配置、協議体の設置などを通じた住民ニーズとサービス資源のマッチングや情報集約など）

バックアップ

生活支援サービス

○ニーズに合った多様なサービス種別
○住民主体、ＮＰＯ、民間企業など多
様な主体によるサービス提供

地域住民の社会参加

○現役時代の能力を生かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・見守り活動
・話し相手
・買い物代行
・地域ボランティア活動
など



①地域のニーズに合ったサービスの推進 ②一般介護予防事業の推進

本市において平成２９年４月に開始した総合事業は、要支援認定者や基本チェックリスト該当者を対象
とする「介護予防・生活支援サービス事業」と６５歳以上の全ての高齢者を対象とする「一般介護予防事
業」で構成されます。
これらのサービスを提供するためには、自立支援と介護予防の視点を踏まえ、対象者の心身の状況、そ

の置かれている環境その他の状況に応じて設定する長期目標、短期目標を利用者とサービス提供者が共有
した上で、利用者の生活上の困りごとに対して、単にそれを補うサービスを当てはめるのではない適切な
介護予防ケアマネジメントが必要です。今後は、これらの取組を推進するとともに、地域のニーズや資源
等の実情を踏まえながら、介護予防・生活支援サービス事業や一般介護予防事業の取組を評価し、新たな
サービスの実施を検討していく必要があります。

総合事業の推進

②総合事業の推進

施策の方向
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○国基準と市独自基準のサービスの提供
・市独自基準の訪問型サービスの担い手である高齢
者生活支援員について、市の研修修了者の増加促
進及び就労先となる事業所とのマッチング

・利用実績や他市の状況等を踏まえた国基準サービ
スの在り方の検討

○介護予防・生活支援サービス事業の検討
・介護予防・生活支援サービス事業のうち、実施し
ていないサービスについての検討

○介護予防推進事業
・「ふちゅう元気アップ体操」や「地域交流体操」
の開催により身近な場所で市民が主体的に介護予
防に取り組むきっかけを創出

○介護予防コーディネート事業
・介護予防の普及啓発のための介護予防講座の開
催、市内の各種イベント参加、相談への対応

・社会資源発掘や自主グループ活動の支援など、地
域における介護予防の取組みを支援

【地域交流体操等の参加者数】
現状： － （平成28年度）
目標：18,000人（平成32年度）

【介護保険の軽度認定者が重度化する割合】
現状：34.7%（平成28年度）
目標：27.0%（平成32年度）

【介護予防について「意識して取り組んでいる」
と答えた市民の割合】

現状：35.4%（平成28年度）
目標：40.0%（平成31年度）



その他の介護予防事業

一般介護予防事業

介護予防生活支援サービス

介護給付

総合事業の今後の課題

サービスの体系図
②総合事業の推進
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要介護１～５

区分

１

サービス種類

２ 要支援１・２

要支援１・２
事業対象者

３

○居宅サービス
○地域密着型サービス
○施設サービス

○居宅サービス
○地域密着型サービス

○訪問型サービス
○通所型サービス

４ 全ての高齢者

○介護予防推進事業
○介護予防コーディネート事業

○地域デイサービス事業
○介護予防推進センター

≪介護予防生活支援サービス≫
・介護予防ケアマネジメントの充実による自立支援・重
度化防止の促進

・新たなサービスの検討
・担い手（高齢者生活支援員）の養成 など

≪一般介護予防事業≫
・住民主体による通い場の活性化
・利用者の更なる増加 など

100

107.1

111.1

119

130

141.6

147.2

100
104.9 106.7

111.6

119.9

130.4

136.2

100

106.9

108.6 109.7

111.7

115.8
115.7

100

110

120

130

140

150

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57

介護保険サービス全体の今後の課題

市の高齢者人口がますます増加することが予測され、認
定者数やサービス利用者の増が見込まれます。

※８スライドのグラフ再掲

府中市：
東京都：
全 国：

予防給付

（注）平成２７年度時点の高齢者人口を「１００」とした場合で、平成３２年度以降の
人口推計を示したものです。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成３０年６月推計）



①多職種連携による認知症対策

②認知症の容態に合わせた支援

③認知症高齢者を支えるまちづくり

本市では、平成１８年度制度改正を機に、「介護予防」とともに「認知症支援」に注力しており、「第６
期計画」期間には、認知症サポーターささえ隊の養成を推進し、「認知症カフェ」の運営支援を行いまし
た。
本市ではこれまでも重点取組項目として取り上げていましたが、国の「新オレンジプラン」等を参考に認

知症施策全体を更に充実させていきます。

認知症対策の充実

③認知症対策の充実

施策の方向

○ケアマネジャーとかかりつけ医の連携
・もの忘れ相談シート、ケアマネタイム

○顔の見える連携会議の開催
・課題・情報共有、ケース検討を通じた関係者・
専門職の信頼関係の構築

○認知症の早期診断・早期対応の推進
・認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チー
ム、認知症疾患医療センターの連携

・市全域における認知症初期集中支援チームの配置
○認知症ケアパスの普及啓発
・生活機能障害の進行度別の医療・介護サービス等
の理解を促進

○認知症ケアの普及啓発
・正しい理解と知識の普及啓発
・地域包括支援センターの相談機能の強化

○生活環境の安定に向けた事業展開の研究
・家族に対して必要とされるサービスの提供

○認知症高齢者を支えるまちづくり
・正しい知識と認識を深めるため、認知症サポー
ター養成講座の開催、認知症カフェの立上げ・
運営支援

○介護予防推進センターにおける認知症予防教室の
実施

【認知症サポーター養成人数】
現状：15,698人（平成28年度）
目標：19,420人（平成32年度）
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③認知症対策の充実



①医療と介護・福祉の連携の促進 ②在宅療養環境の整備・充実

医療と介護の連携については、医療と介護の関係者が一体となって市民の生活を支え、医療、介護、リハ
ビリテーション及び生活支援に取り組むことが重要であり、そのことが地域包括ケアシステムの構築につな
がるものと考えます。
在宅療養に関しては、「第６期計画」期間中に在宅療養相談窓口を地域包括支援センターに設置して、在

宅療養に関する相談対応を開始しました。今後も在宅療養や退院時等の連携の取組を充実し、市民に意識啓
発するとともに、医療・介護連携の仕組みをつくる必要があります。

医療と介護の連携強化

④医療と介護の連携強化

施策の方向
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○医療・介護・福祉関係機関のネットワーク構築
・ケアマネジャー等介護従事者とかかりつけ医を
中心とした顔の見える関係づくり

・地域包括支援センターを中心とした、医療・介
護・福祉関係者とのネットワーク構築

○在宅療養に関わる専門職の相互理解
・介護関係者に対する医療知識の習得と医療関係
者に対する介護保険制度の理解を促進

○在宅療養の促進
・病院から在宅療養へ円滑に移行するため医療機
関、介護、福祉の情報を市民や関係機関に提供

・看取りについて普及啓発
○かかりつけ医等の普及
・医師、歯科医師、薬局など

○在宅療養相談窓口の充実
○後方支援病床の整備
・在宅医等が入院して加療が必要と判断した場合、
在宅療養者を短期間受け入れる協力病院を整備

○高齢者医療ショートステイの充実
・医療的ケアを必要とする高齢者及びその家族の
セーフティネットを確保

【医療と介護が連携している割合】
現状：50.3～58.2%（平成28年度）
目標：55.0～63.0%（平成31年度）



④医療と介護の連携強化
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①相談支援体制の充実

③介護者への情報提供とサービスの推進

要介護状態になっても住み慣れた自宅で安心して暮らすためには、家族による介護が重要となります。
しかし介護が長期間になると介護者の心身の負担が大きくなり、介護離職や高齢者虐待に至ってしまう場
合もあります。介護者の負担軽減や孤立化防止を図るため、介護者への支援を充実させる必要がありま
す。

介護者への支援の充実

⑤介護者への支援の充実

施策の方向
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○福祉の総合相談体制として、福祉に対する多様で
複雑な相談、権利擁護の相談などに対し、具体的
な対応につなげられるよう関係部署と連携

○地域での多様な相談体制として、地域包括支援セ
ンターの役割を充実

○ワークライフバランスの推進
・増加している現役世代の介護者に対し、仕事と
介護の両立をするための啓発や情報を提供

○介護者の急病など緊急時に利用できるショートス
テイ用ベッドを確保

②介護者の交流機会の充実

○家族介護者教室
・介護者に対し、介護に関する知識、技術、健康
管理等について学ぶ場を提供

・地域包括支援センターにおける家族介護者教室
などを充実

・介護者へのメンタル面のフォローを更に充実
○家族介護者の交流支援
・介護者の負担軽減を図るため、家族介護者の
ネットワークづくりやボランティア育成を支援

【家族介護者教室参加人数】
現状：583人（平成28年度）
目標：650人（平成32年度）



家族介護者支援が求められる背景

⑤介護者への支援の充実
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要介護者等との続柄別にみた
主な介護者の構成割合

要介護度別にみた同居の主な介護者
の介護時間の構成割合

第７期計画における家族介護者支援

○家族による介護を維持するための支援
・介護ストレスの緩和
・地域での孤立防止
・介護ノウハウの習得支援 など

○家族介護者本人の人生の支援
・仕事などの社会参加の継続
・生活の質の充実の確保
・心身の健康の維持・充実

第８期計画に向けての検討課題

出典：厚生労働省「国民生活基礎調査（平成28年度）」
出典：厚生労働省「国民生活基礎調査（平成28年度）」

家族, 70.8%

配偶者, 
25.2%

子, 21.8%

子の

配偶者, 9.7%

父母, 0.6%

その他の親族, 
1.3%

別居の家族

等, 12.2%

事業者, 
13.0%

その他, 1.0% 不詳, 15.2%

その他, 
29.2％



①地域包括支援センターの機能の充実 ②地域ケア会議の推進

③生活支援体制の整備

地域包括ケアシステムの取組を展開していくため、地域包括支援センターを中心とした地域支援体制を
充実させ、地域包括ケアシステムの深化・推進とネットワークの拡充を進めます。

地域支援体制の推進
⑥地域支援体制の推進

施策の方向

○機能の充実
・高齢者に分かりやすい相談支援体制の充実
・高齢者や家族が適切なサービスを選択・利用す
るための情報提供の充実

・医療的ケアが必要な高齢者や認知症高齢者への
支援などを地域包括支援センターが中心となっ
て地域の医療機関と協力しながら推進

・ケアマネジャーへの支援・助言等の継続支援
・地域包括支援センター間の現状・課題の共有

○担当地区ケア会議の開催
・支援困難事例を検討するとともに地域課題の把握

○地域ケア会議の開催
・地域課題発見、資源開発などを地域包括支援セン
ター、自治会、民生委員等により検討する会議

・全市的な視点で施策検討をする会議

○生活支援コーディネーターが中心となり、既存の
地域資源などを活用して安全安心な在宅生活が継
続できる体制を整備

【地域ケア会議】／【わがまち支えあい協議会】
現状： ー ／ ２協議会（平成28年度）
目標： 年2回 ／ 11協議会（平成32年度）
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地域ケア会議と生活支援体制整備事業の関係性

⑥地域支援体制の推進

地域ケア会議
（高齢者地域支援連絡会など）

個別課題
解決

政策形成
地域課題
発見

ネットワーク
構築

地域づくり・
資源開発

地域資源の充実

ネットワークや情報の共有

個別ケースの検討 地域課題の検討

出典：日本総合研究所「平成28年度老人保健健康推進等事業『新しい包括的支援事業における生活支援
コーディネーター・協議体の先行事例の調査研究事業報告書』」平成29年3月を一部改編

あああああああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああああああああ

地域ケア会議とは？

○多職種協働による個別ケースの検討を通じて、ケア
マネジメント支援やネットワーク構築を行います。

○その積み重ねから、地域に共通する課題を把握し、
地域づくりや資源開発、政策形成につなげます。

生活支援体制整備事業とは？

○住民主体の活動をはじめとする多様な資源の充実に
向けて、生活支援コーディネーターを中心に、協働
の基盤づくり、地域の視点と課題の把握、地域資源
の充実の枠組みで地域づくりを支援します。

協働の基盤づくり
（ネットワーク構築）

地域の課題と
資源の把握

地域資源の
充実

（強化、開発）

生活支援体制整備事業
（わがまち支えあい協議会）

生活支援体制整備事業は、地域ケア会議で構築したネットワークや
把握した地域資源・課題を共有することで、生活支援体制整備事業
での協働による地域資源の充実に活用することができます。



①住まいの確保支援 ②住まいのあり方の検討

③住環境の改善支援

地域包括ケアシステム構築には、生活の基盤として必要な住まいが整備され、かつ、本人の希望と経済力
にかなった住まい方が確保されていることが前提となります。
地域包括ケアシステムは、それらを確保した上で、心身の状態や「住まいと住まい方」の変化に応じて、

介護・医療・予防・生活支援を柔軟に組み合わせて提供される姿が想定されています。
高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けることができるよう、多様な住まいのあり方について検討し

ていきます。

多様な住まい方への支援の推進
⑦多様な住まい方の支援の推進

施策の方向
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○高齢者住宅の運営
・高齢者住宅を管理し、立ち退き等により住宅に
困窮している単身の高齢者へ提供

○公営住宅の高齢者入居枠の確保
・都営住宅における高齢者入居枠の確保を東京都
へ要請

・市営住宅の募集に際して優遇抽選等の採用
○住まいの情報提供
・住み替えなど、介護を受けながら住み続けられ
る多様な住まいの普及に努める

・サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホーム
などの情報を提供

・民間賃貸住宅への住み替えに関する相談

○高齢者の住まいのあり方の検討
・地域の実情に合った高齢者の住まいのあり方に
ついて、住宅施策と連携して検討

○住宅改修支援
・自立支援住宅改修制度を普及・推進することに
より、住まいのバリアフリー化による住環境の
改善を図る

【住宅改修件数】
現状：111件（平成28年度）
目標：117件（平成32年度）



①4.0%

②24.0%

③46.0%

④12.0%

⑤7.0%

⑥2.0% ⑦3.0% ⑧2.0%

①自宅で家族中心に介護を受けたい

②自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介護を受けたい

③家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で介護を受けたい

④有料老人ホームやケア付き高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい

⑤特別養護老人ホームなどの施設で介護を受けたい

⑥医療機関に入院して介護を受けたい

⑦その他

⑧無回答

⑦多様な住まい方の支援の推進
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検討時の大切な視点

○市では、住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、
高齢者、障害者、子どもを養育している者など）の
民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、
市・不動産関係団体・居住支援団体等から成る居住
支援協議会を設置し、住宅確保要配慮者及び民間賃
貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等の
支援を実施する予定です。

○地域包括ケアシステムの構築に当たっては、生活の
基盤となる住まいについて、高齢者が多様なニーズ
に応じた居住の場を選択できるよう、当該協議会に
よる取組の重要性が高まっています。

出典：厚生労働省「介護保険制度に関する国民の
皆さまからのご意見募集（平成22年度）」

≪家族の希望≫≪本人の希望≫

庁内の検討体制

○地域包括ケアシステムでは、初めに、高齢者は自らの意思で「住
まい（居住形態）」を選択し、本人の希望にかなった「住まい方
（家族・近隣・友人との関係性）」を確保することとなります。

○このとき、本人だけでなく家族の心構えも重要となりますが、利
用者本人の希望と家族の希望は若干異なります。

住まいのあり方の検討

出典：東京都居住支援協議会「住宅セーフティネット法に基づく
居住支援協議会について（平成29年11月）」
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・介護保険制度の改正概要
・介護保険料算定の流れ

５ 介護保険事業の円滑な運営
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介護保険制度の改正概要
５ 介護保険制度の円滑な運営

出典：厚生労働省資料
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介護保険料算定の流れ
５ 介護保険制度の円滑な運営

介護保険料の算定にあたっては、第６期計画の実績を踏まえたうえで、介護給付費や予防給付費、地域支
援事業費の各サービスの特性を考慮し、第７期計画の３年間の各サービスに掛かる費用を推計しています。

保険者機能を強化するために・・・

今後は、地域包括ケア見える化システムなどを活用して、サービス見込み量の計画値
と実績値とを照合・原因分析するなど、毎年度の取組を検討することが求められます。


